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（仮称）山中湖村立山中湖小学校建設基本設計等業務委託 特記仕様書 

 

Ⅰ 業務概要   

１ 業務名称 

山中湖村立統合小学校建設基本設計等業務委託 

 

２ 計画施設の概要 

（１）施設名称  （仮称）山中湖村立山中湖小学校 

（２）敷地の場所 山梨県南都留郡山中湖村山中３２１番地５外 

（３）施設用途 小学校 

令和6年国土交通省告示第8号別添二第七号第１類とする。 

 

３ 履行期間契約締結の日から令和7年8月29日（金）まで 

 

４ 設計与条件 

（１）敷地の条件 

①敷地面積  約22,275.24㎡（地籍面積） 

②用途地域  指定なし 

③防火地域  指定なし 

④地域地区  第二種特別地域（自然公園法 富士箱根伊豆国立公園） 

       富士山景観配慮地区（山梨県富士山景観配慮条例） 

       一般区域（山中湖村景観計画） 

       富士山北麓都市計画区域 

（２）施設の条件 

①施設の延べ面積（計画面積） 

約8,643㎡(校舎棟 約5,837㎡、体育館棟約2,806㎡) 

②主要構造・階数 

基本計画に基づき、基本設計において協議する。 

③耐震安全性の分類 

「官庁施設の総合耐震・津波計画基準」による、耐震安全性の分類は次のとおりとする。 

ａ 構造体Ⅱ類 

ｂ 建築非構造部材Ａ類 

ｃ 建築設備乙類 

（３）建設の条件 

建設予定工期 

基本設計:令和7年度 

実施設計:令和7年度～令和8年度 

建設工事:令和8年度～令和9年度 
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（４）設計条件 

①本敷地内に小学校校舎、体育館、その他付属施設等の設計業務を行うこと。 

②設計にあたっては「山中湖村新設小学校基本構想・基本計画」等を踏まえること。 

③案の作成にあたっては、児童、教職員、保護者、地域住民の利便性、業務の効率性、セキュリテ 

ィ等に十分配慮し、合理的かつ、経済的な視点から比較・検討すること。  

④低炭素社会に向けた施設計画の検討を行なうこと。 

⑤空調設備は、再生可能エネルギーの採用、中間期の負荷の低減、ランニングコストの低減、良好 

な室内環境の配慮等の検討を行うこと。 

⑥全体の工事工程計画の検討を行うこと。 

⑦建築物の配置の検討に当たり、設計与条件、適用基準、現地調査等を踏まえること。 

⑧建築基準法及び関連法令等の諸条件について整理、検討を行うこと。 

 

Ⅱ 業務仕様 

本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載されていない事項は、「山梨県建築工事設計 

業務委託共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）による。 

 

１ 設計業務の内容及び範囲 

（１）一般業務の範囲 

・建築（総合）基本設計に関する標準業務 

・建築（構造）基本設計に関する標準業務 

・電気設備基本設計に関する標準業務 

・機械設備基本設計に関する標準業務 

（２）追加業務の内容及び範囲 

【一般事項】 

①積算業務 

・建築積算（積算数量算出書の作成、単価作成資料の作成、見積の徴収、見積検討資料の作成） 

・電気設備積算（同上） 

・機械設備積算（同上） 

②リサイクル計画書の作成 

③透視図作成 Ａ３ 

外観：校舎、校庭含めた鳥瞰１カット 

内観：１カット程度 

④概略工事工程表の作成 

⑤調査業務 

・地盤調査（25ｍ程度、5か所）及び土壌汚染調査 

・デジタルテレビ放送受信障害調査 

⑥計画作成業務 

・ゾーニング計画の方針及び計画図等の作成 

・ユニバーサルデザイン（バリアフリー）の方針及び計画等の作成 
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・防犯設備計画（機械設備や防犯設備を一元的に管理するシステムや情報管理のためのセキュリ 

ティ機能の検討）の作成 

・防災計画及び災害対策に必要な施設計画等に関する業務設計に反映するため、防災拠点として 

の方針をまとめ、諸室配置計画、設備計画、防災備品（備蓄）計画等として検討・整理 

⑦会議、説明会等への支援業務 

・各種説明会（基本設計、完了時各1回程度を予定）、建設検討委員会・各部会等への出席及び 

会議に必要な資料の作成 

・会議における技術的アドバイス等 

・会議録等の作成 

⑧申請手続き等の支援業務 

・建築確認申請その他関係法令等に基づく各種申請書・届出書の作成及び手続業務 

（標識看板の作成及び設置・撤去、設置報告書等の作成・届出、住民説明の実施を含む） 

・構造計算適合性判定及び建築物エネルギー消費性能適合性判定、建築確認申請等の各申請書手 

数料は、本業務に含まないものとする。 

・省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続き業務 

・総合的な環境保全に関する検討・評価資料の作成 

⑨その他 

   ・校内ＬＡＮ・ＷＡＮ等のネットワークの構築に必要な建築・設備設計業務 

・ＺＥＢＲｅａｄｙ以上のＺＥＢ認証に向けた業務 

・外構設計業務 

・国庫補助事業に係る資料の作成支援業務等 

・その他、本設計業務に必要な業務（当該業務は、発注者と受注者が協議のうえ定める。） 

 

２ 業務の実施 

（１）一般事項 

・提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 

（２）適用基準（なお、適用にあたっては契約時の最新版とする。） 

①共通 

・官庁施設の基本的性能基準 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・学校施設整備指針 

・山梨県環境配慮方針 

・山梨県グリーン調達推進方針 

・山梨県福祉のまちづくり条例 

・建物副産物の手引き 

・山梨県公共事業景観形成指針 

・山梨県電子納品適用ガイドライン 

・山梨 建設リサイクル実施指針 

・山中湖村住環境指導要綱 
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・都市計画法 

・自然公園法 

・土壌汚染対策法 

・景観法 

・山梨県富士山景観配慮条例 

・山中湖村景観計画 

②建築 

・建築設計基準 

・建築改修設計基準 

・建築構造設計基準 

・山梨県建築工事特別共通仕様書 

・建築工事標準詳細図 

・構内舗装・排水設計基準 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

③建築積算 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

・営繕工事積算チェックリスト（建築工事編） 

④設備 

・建築設備計画基準 

・建築設備設計基準 

・山梨県電気設備工事特別共通仕様書 

・山梨県機械設備工事特別共通仕様書 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・建築設備耐震設計・施工指針 

・建築設備設計計算書作成の手引き 

⑤設備積算 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

 

（３）提出書類等 

・受注者は、公共建築設計者情報システム（ＰＵＢＤＩＳ）に「業務カルテ」を登録する。なお、

登録に先立ち、登録内容について、監督員の承諾を受ける。また、業務完了検査時には、登録さ
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れることを証明する資料として、「業務カルテ仮登録（監督員の押印済）」を検査員に提出し確

認を受け、業務完了後に速やかに登録を行う。 

 

（４）打合せ及び記録 

・打合せは、遅延なく、円滑及び効率的に実施すること。 

・打合せは、次の時期に行い、速やかに記録を作成し、監督員に提出する。 

ａ 業務着手時 

ｂ 監督員又は監理技術者が必要と認めたとき 

 

（５）設計上の留意事項 

・学校敷地が災害時の避難所としても使用されることを想定し、検討を行なうこと。 

・将来予想されている災害への対応を踏まえて検討を行なうこと。 

・官庁施設の「環境保全に関する基準」等に基づく環境保全性能の評価の実施すること。 

・基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行い、庁内会議等と合意形成を 

図りながら進めること。 

 

（６）著作権 

・本業務の成果物の著作権及び所有権は、すべて発注者に帰属するものとし、工事発注用資料、工

事遂行のために必要な資料等として使用することができるものとする。 

・提出されたＣＡＤデータについては、当該工事の請負者に貸与し、当該工事における施工図の作 

成、完成図の作成及び完成後の維持管理に使用するものとする。 

 

（７）受注者の義務 

・受注者は、この業務の履行に当たり、発注者又は第三者に損害を及ぼした場合は、発注者の責任に 

起因する事由による場合を除いて、その損害賠償の責を負うものとする。 

・受注者は、業務の履行による個人情報の取扱いに当たっては、山中湖村個人情報保護法施行条例

（令和4年山中湖村条例第12号）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めるこ

と。 

・受注者は、業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならず、かつ、他の目的に使用しては

ならない。契約終了後も同様とする。 

・業務の履行に当たっては、労働基準法（昭和22年法律第49号）その他関係法令を遵守すること。 

・この特記仕様書に定めのない事項及び疑義の生じた事項は、発注者と受注者がその都度協議のう 

え、決定するものとする。 
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３ 成果物、提出部数等 

成果物等 製本形態等 原図（原本） 複写版 

ａ 建築総合 

１）建築総合設計図  

・仕様概要表 

・仕上概要表 

・面積表及び求積図 

・敷地案内図 

・配置図 

・平面図（各階） 

・断面図 

・立面図（各面） 

・外構図 

２）基本設計説明書 

３）工事費概算書 

４）工事予定工程表 

５）仮設計画概要書 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

Ａ４ファイル 

Ａ３ 

Ａ３ 

各１部 各１部 

ｂ 建築構造 

１）構造計画概要書 

２）構造仕様概要書 

３）工事費概算書 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

各１部 各１部 

ｃ 電気設備 

１）電気設備計画概要書 

２）仕様概要書 

３）工事費概算書 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

各１部 各１部 

ｄ 給排水衛生設備 

１）給排水衛生設備計画概要書 

２）仕様概要書 

３）工事費概算書 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

 

各１部 各１部 

ｅ 空気調和・換気設備 

１）空気調和・換気設備計画概要書 

２）仕様概要書 

３）工事費概算書 

 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

  

ｆ 昇降機等 

１）昇降機等計画概要書 

２）仕様概要書 

３）工事費概算書 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

各１部 各１部 
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（注） 

・規格の定めのないものについては、成果物の形態に応じて、監督員と協議し決めるものとする。 

・建築構造の成果物は建築総合基本設計の成果物の中に含めることができる。 

・電気設備、給排水衛生設備及び空気調和・換気設備の成果物は建築総合基本設計の成果物の中 

に含めることができる。 

・建築総合の設計図は、適宜、追加してもよい。 

・工事費概算書には、単価に関する資料（見積書、単価根拠等）を含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ その他 

１）基本設計書概要版 

（カラー） 

２）透視図 

３）解体設計図 

４）各調査業務の報告書 

（地盤調査報告書） 

５）外構基本設計 

・総合設計図 

・工事概算書 

・積算数量算出書及び調書 

６）各技術資料 

７）各記録書 

８）ＣＡＤデータ一式 

Ａ３ 

Ａ３ 

Ａ３ 

Ａ４ファイル 

Ａ３二つ折製本 

Ａ３二つ折製本 

Ａ４ファイル 

Ａ４ファイル 

一式 

Ａ４ファイル 

ＤＶＤ 

 

 

 

各１部 ５０部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

１部 

 

 

 


